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原 著

後期高齢者の質問票および基本チェックリストにおける 

健康リスク者と新規要介護認定発生との関連
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目的　高齢者の保健事業と介護予防の一体的実施では， 多くの自治体において健康診査（健診）で

後期高齢者の質問票によりフレイルのスクリーニングを行った上で， 二次予防事業の対象者

を基本チェックリスト（KCL）で抽出している。しかし， 両ツールによる判定の組み合わせ

と新規要介護認定発生との関連は検討されていない。本研究では， 後期高齢者の質問票によ

るフレイル疑い及び KCL による二次予防事業対象の有無の組み合わせと要介護認定発生との

関連を検討した。

方法　東京都千代田区から提供を受けた2020～2022年度の国保データベースと2020年度に同区で

要介護認定を受けていない65歳以上高齢者を対象に実施した郵送調査の回答データを連結し

て行った観察研究である。2020年度に75歳以上で健診を受診し， かつ郵送調査に回答した者

を分析対象とした。後期高齢者の質問票のフレイル関連12項目のうち 4 項目以上健康リスク

ありと回答した場合， フレイル疑いありとし， 健診受診日から2022年 3 月31日までに初回認

定日があった場合， 要介護認定の新規発生とした。全対象者をフレイル疑いの有無及び二次

予防事業対象の有無で 4 群に分け， フレイル疑い－/二次予防事業－群を対照とした他群の要

介護認定発生リスクを Cox 回帰分析により検討した。

結果　全分析対象者527人（平均年齢80.6歳）のうち， フレイル疑い－/二次予防事業－群は294人，

フレイル疑い＋/二次予防事業－群は45人， フレイル疑い－/二次予防事業＋群は112人， フレ

イル疑い＋/二次予防事業＋は76人であり， 観察期間（1,013.5人年）における要介護認定者は

50人（9.5%）であった。要介護認定の発生率は， フレイル疑い－/二次予防事業－群で33.1人/
千人年と最も低く， フレイル疑い＋/二次予防事業＋群で85.7人/千人年と最も高かった（Log-
rank 検定， P ＝ 0.006）。フレイル疑い－/二次予防事業－群と比較し， フレイル疑い＋/二次予

防事業＋では要介護認定の発生リスクが有意に高く（ハザード比2.55， 95% 信頼区間1.21–
5.38）， 他の 2 群では有意な関連を認めなかった。

結論　後期高齢者の質問票を活用したフレイルのスクリーニングと KCL を活用した二次予防事業

対象の判定を組み合わせることにより， 要介護認定発生リスクの高い後期高齢者をより効果

的に抽出することができると考えられた。
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Ⅰ 緒 言

わが国では， 今後も75歳以上の高齢者（以下， 後

期高齢者）が増加すると推計されている1)。後期高

齢者は， 65～74歳の高齢者に比べて社会的・身体的

に脆弱で生活機能障害・要介護状態等に陥りやすい

状態であるフレイルの有病リスクが高い2)。そのた

め， 後期高齢者を対象とした保健事業では健康寿命
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の延伸のため， フレイルの予防策を検討することが

課題となる。

厚生労働省でフレイルの概念を取り入れた15項目

の後期高齢者の質問票が作成され， 2020年度から各

市区町村における後期高齢者の健康診査（健診）に

おいて， 後期高齢者の質問票が活用されている3)。

後期高齢者の質問票によってフレイル疑いのあった

者は， 高齢者の保健事業と介護予防の一体的実施の

中でハイリスクアプローチにて支援される3)。介護

予防のハイリスクアプローチである二次予防事業で

は， 基本チェックリスト（以下， KCL）によって

事業対象者が判断されている4)。つまり， 高齢者の

保健事業と介護予防の一体的実施では， 多くの自治

体において後期高齢者の質問票を用いてフレイルの

スクリーニングを行った上で二次予防事業の対象者

を KCL により抽出している。

先行研究では， 後期高齢者の質問票におけるフレ

イル関連12項目のうち 4 項目以上に該当した者は

非該当者よりもフレイル疑いの有病リスクが高いこ

とや15項目のうち 3 項目以上， または 4 項目以上

に該当した者は非該当者よりも新規要介護認定（以

下， 要介護認定）を受けやすいことが報告されてい

る5～8)。一方， KCL を活用して抽出された二次予防

事業対象者もそうでない者に比べると， 要介護認定

を受けやすいことが報告されている9,10)。後期高齢

者の質問票は KCL の知見を参考に作成されたが，

KCL に比べるとソーシャルサポートなどの社会的

フレイルの側面を多く含んでいる5,6)。身体的・認

知的フレイルの有病に， 社会的フレイルの有病が加

わることで要介護認定の発生リスクはさらに高まる

ことが報告されているため11)， 後期高齢者の質問票

でフレイル疑いがあり二次予防事業対象者となる者

は， フレイル疑いがなく二次予防事業対象者となら

ない者や， 一方だけ該当する者よりも要介護認定の

発生リスクが高い可能性がある。しかし， 両ツール

による判定の組み合わせと要介護認定発生との関連

を検討した報告はない。高齢者の保健事業と介護予

防の一体的実施で， すでに活用されている両ツール

の判定の組み合わせと要介護認定発生との関連を明

らかにすることは， 要介護認定発生リスクの高い後

期高齢者を効果的に抽出する方法を検討する上で意

義があり， 現場への汎用性も高い。

本研究では， 後期高齢者の質問票によるフレイル

疑いの有無及び KCL による二次予防事業対象の有

無の組み合わせと要介護認定発生との関連を検討す

ることを目的とした。

Ⅱ 研 究 方 法

1. データベースと分析対象者
東京都千代田区（以下， 千代田区）から提供を受

けた国保データベース（以下， KDB）の2020年度

健診データ及び被保険者台帳データと， 区が実施し

た『こころとからだのすこやかチェック（以下， す

こやかチェック）』回答データを用いた。すこやか

チェックは， 介護予防事業で区内に在住する65歳以

上のうち， 介護認定を受けていない者に毎年実施さ

れている郵送調査であり， KCL を含んでいる12)。

2020年度は， 2020年 3 月31日時点に65歳以上で要

介護認定を受けていない者のうち10月から 3 月生

まれの4,997人を抽出し， 2020年 4 月 1 日から郵送

日の前日（4 月21日）までに， 要介護認定や死亡，

転出を認めた24人を除外し， 4,973人に調査票を郵

送した。2,798人から返送（返送率：56.3%）があ

り， そのうち， データ利用に同意があり， 75歳以上

だった者は1,326人だった（図 1）。
2020年度に健診を受診した1,795人のうち， 75歳

以上だった者は1,793人だった。健診データ及び被

保険者台帳データとすこやかチェックデータを連結

させ， 後期高齢者の質問票に欠損があった者は除外

した。また， 健診受診日に要介護認定を受けていな

い者に限定するため， すこやかチェック郵送時に要

介護認定はなかったが健診受診日前までに要介護認

定の発生や死亡などで資格喪失した者を除外した。

2. 後期高齢者の質問票と KCL
後期高齢者の質問票に関する情報は健診データか

ら抽出し， 先行研究の基準に従ってフレイル関連12
項目で 4 点以上をフレイル疑いあり， 4 項目未満を

フレイル疑いなしとした5,6)。KCL に関する情報は

すこやかチェックから抽出し， 二次予防事業対象者

を選定する定義に従って該当の有無に分けた（該

当：#6–10: 3 項目以上， #11， 12: 2 項目， #13–15:  
2 項目以上， #1–20のうち10項目以上）13)。

3. 要介護認定の発生
健診データの健診受診日と被保険者台帳データの

初回要介護認定日を用いて健診受診日から要介護認

定までの日数を算出した。健診受診日から追跡終了

日（2022年 3 月31日）までに要支援・要介護認定を

認めた場合， 要介護認定の発生ありとした。追跡終

了日までに死亡や区から転出等で被保険者の資格を

喪失した場合は打ち切りとして扱った。

4. 調整変数
先行研究で要介護認定と関連した要因や要介護認

定との関連を検討した解析モデルで調整変数として

扱われていた要因のうち， 本研究のデータから抽出
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可能であった性別， 年齢， 居住状況， 教育歴， 既 
往歴を調整変数として選んだ9,10,14～17)。すこやか

チェックデータから性別（男性， 女性）と年齢

（75–84歳， 85歳以上）， 居住状況（独居， 同居），

教育歴（10年以上， 9 年以下）， 既往歴の有無を抽

出した。居住状況と教育歴は， 回答がなかった場合

は不明とした。既往歴は， 高血圧， 脳卒中， 心臓

病， 糖尿病， 脂質異常症， 悪性新生物， うつ病， 認

知症に一つでもチェックがあった場合は「既往歴あ

り」とし， 上記の既往歴にチェックがなく，『治療

した病気はない』にチェックがあった場合に「既往

歴なし」とし， それ以外の場合は不明とした。

5. 分析方法
全対象者をフレイル疑いの有無と二次予防事業対

象の有無で 4 群に分けた：「フレイル疑い－/二次予

防事業－」，「フレイル疑い＋/二次予防事業－」，

「フレイル疑い－/二次予防事業＋」「フレイル疑い

＋/二次予防事業＋」。各群における調整変数の割合

の差はカイ二乗検定で検討し， 要介護認定の発生率

は発生者数/千人年で算出した。要介護認定の累積

発生率は Kaplan-Meier 法で推定し， 群間差の検定

には Log-rank 検定を用いた。「フレイル疑い－/二
次予防事業－」群を基準に， すべての調整変数を共

変量として含めた多変量 Cox 比例ハザード回帰分

析を実施し， ハザード比（HR）と95% 信頼区間

（95%CI）を算出した。統計的有意水準は P 値＜

0.05（両側）とした。比例ハザード性は Schoenfeld
残差を用いて検討し， 識別能は Harrell の C-index

で評価した。各群における調整変数の割合の差と発

生率や生存時間曲線については SPSS 29.0（IBM 
Corp., Armonk, NY, USA）を用いて検討し， Cox 比

例ハザード回帰分析， 比例ハザード性， 識別能の検

討は Stata/SE 18（Stata Corp LLC, TX, USA）を用

いて検討した。また， 多変量 Cox 比例ハザード回

帰分析を用いて， 後期高齢者の質問票によるフレイ

ル疑いの有無と KCL による二次予防事業対象の有

無と要介護認定発生との関連をそれぞれ別に検討し

た。さらに， 後期高齢者の質問票15項目でカットオ

フ値を 4 項目として設定したフレイル疑いの有無を

使って分けた 4 群と要介護認定の発生率との関連に

ついても感度分析として検討した8)。

6. 倫理的配慮
本研究は， 東京都健康長寿医療センター研究倫理

委員会の承認を受けて実施した（R21-026， 承認年

月日2021年 8 月 4 日）。すべてのデータは匿名化さ

れてから研究者が受け取った。

Ⅲ 研 究 結 果

健診データとすこやかチェックデータが突合した

556人のうち， 後期高齢者の質問票に欠損があった

16人と健診受診前に要介護認定のあった13人を除

外し， 527人を分析対象者とした（図 1）。分析対象

者の平均年齢は80.6歳（標準偏差4.5歳）で41.9% が

男性だった。

分析対象者のうち， フレイル疑い－/二次予防事

業－群は294人（55.8%）， フレイル疑い＋/二次予

図 1 分析対象者選出までのフローチャート
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防事業－群は45人（8.5%）， フレイル疑い－/二次

予防事業＋群は112人（21.3%）， フレイル疑い＋/
二次予防事業＋群は76人（14.4%）だった（表 1）。
フレイル疑い－/二次予防事業＋群とフレイル疑い

＋/二次予防事業＋群は， 他の群に比べて， 85歳以

上の割合が 1 割程度高かった（P＝0.03）。フレイル

疑い＋/二次予防事業＋群は既往歴ありの者が約 9
割と， 他の群に比べて 1 割程度高かった（P＝0.01）。
図 2 に Kaplan-Meier 曲線を示した。総観察期間

は1,013.5人年で要介護認定の発生者は50人（9.5%）

（要支援23人， 要介護27人）， 全体の発生率は49.3人/
千人年であった（表 2）。発生率は， フレイル疑い

－/二次予防事業－群で33.1人/千人年と最も低く，

フレイル疑い＋/二次予防事業＋群で85.7人/千人年

と最も高かった（Log-rank 検定， P＝0.006）。多変

量 Cox 比例ハザード回帰分析の結果， フレイル疑

い－/二次予防事業－群に比べると， フレイル疑 
い＋/二次予防事業＋群の方が要介護認定を発生す

る者が多かった（HR: 2.55， 95%CI: 1.21–5.38）。
Schoenfeld 残差を用いた検討では各群間において 
P＜0.05を認めなかったことから比例ハザード性を

確認し， Harrell の C-index は0.77でモデルの識別能

は良好であった。

フレイル疑いと二次予防事業対象の有無と要介護

認定発生との関連をそれぞれ別に検討した結果（表

3）， フレイル疑いなし群に比べるとフレイル疑い

表 1 フレイル疑いと二次予防事業対象の組み合わせ群の特性

全体

n ＝ 527, 100.0%

フレイル疑い－

二次予防事業－

n ＝ 294, 55.8%

フレイル疑い＋

二次予防事業－

n ＝ 45, 8.5%

フレイル疑い－

二次予防事業＋

n ＝ 112, 21.3%

フレイル疑い＋

二次予防事業＋

n ＝ 76, 14.4%
P 値

N % N % N % N % N %

性別

男性 221 41.9 122 41.5 19 42.2 47 42.0 33 43.4 0.99

女性 306 58.1 172 58.5 26 57.8 65 58.0 43 56.6

年齢

75歳–84歳 421 79.9 246 83.7 38 84.4 81 72.3 56 73.7 0.03

85歳以上 106 20.1 48 16.3 7 15.6 31 27.7 20 26.3

居住状況

独居 134 25.4 66 22.4 15 33.3 31 27.7 22 28.9 0.15

同居 365 69.3 206 70.1 30 66.7 77 68.8 52 68.4

不明 28 5.3 22 7.5 0 0.0 4 3.6 2 2.6

教育歴

10年以上 477 90.5 271 92.2 40 88.9 100 89.3 66 86.8 0.75

9 年以下 38 7.2 16 5.4 4 8.9 10 8.9 8 10.5

不明 12 2.3 7 2.4 1 2.2 2 1.8 2 2.6

既往歴の有無 0.01

なし 76 14.4 56 19.0 6 13.3 11 9.8 3 3.9

あり 420 79.7 225 76.5 37 82.2 90 80.4 68 89.5

不明 31 5.9 13 4.4 2 4.4 11 9.8 5 6.6

略：フレイル疑い＋， 後期高齢者の質問票フレイル関連12項目において 4 項目以上；二次予防事業＋， 基本チェック
リストで #6–10: 3 項目以上， #11, 12: 2 項目， #13–15: 2 項目以上， #1–20のうち10項目以上である場合
P 値：カイ二乗検定
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図 2 フレイル疑いと二次予防事業対象の組み合わせと累積新規要介護認定の発生率

表 2 フレイル疑いと二次予防事業対象者の組み合わせと新規要介護認定の発生との関連

新規要介護認定の発生

n 発生者数
観察期間 
（人年）

発生率

（/千人年）
HR （95% CI）

フレイル疑い－/二次予防事業－ 294 19 573.3 33.1 1.00
フレイル疑い＋/二次予防事業－  45  6  87.3 68.7 2.07 （0.81–5.26）
フレイル疑い－/二次予防事業＋ 112 13 212.9 61.1 1.55 （0.75–3.17）
フレイル疑い＋/二次予防事業＋  76 12 140.0 85.7 2.55 （1.21–5.38）

略：HR， ハザード比（調整変数：性別， 年齢， 居住状況， 教育歴， 既往歴）；CI， 信頼区間
フレイル疑い＋， 後期高齢者の質問票フレイル関連12項目において 4 項目以上；二次予防事業＋， 基本チェックリス
トで #6–10: 3 項目以上， #11, 12: 2 項目， #13–15: 2 項目以上， #1–20のうち10項目以上である場合

表 3 フレイル疑いと二次予防事業対象者と新規要介護認定の発生との関連

新規要介護認定の発生

C-index
n 発生者数

観察期間 
（人年）

発生率

（/千人年）
HR （95% CI）

後期高齢者の質問票フレイル関連12項目

フレイル疑い－ 406 32 786.1 40.7 1.00

フレイル疑い＋ 121 18 227.4 79.2 2.02 （1.11–3.68） 0.77

基本チェックリスト

二次予防事業－ 339 25 660.6 37.8 1.00
二次予防事業＋ 188 25 352.9 70.8 1.66 （0.94–2.93） 0.75

略：HR， ハザード比（調整変数：性別， 年齢， 居住状況， 教育歴， 既往歴）；CI， 信頼区間；C-index， Harrell の
C-index
フレイル疑い＋， 後期高齢者の質問票フレイル関連12項目において 4 項目以上；二次予防事業＋， 基本チェックリス
トで #6–10: 3 項目以上， #11, 12: 2 項目， #13–15: 2 項目以上， #1–20のうち10項目以上である場合
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あり群で要介護認定を発生する者が多く（HR: 
2.02， 95%CI: 1.11–3.68）， 二次予防事業対象の有無

では要介護認定発生との関連は見られなかった

（HR: 1.66， 95%CI: 0.94–2.93）。Harrell の C-index
は， フレイル疑いの有無と要介護認定発生との関連

を検討した多変量 Cox 比例ハザード回帰モデルで

0.77， 二次予防事業対象の有無と要介護認定発生と

の関連を検討したモデルで0.75だった。

Ⅳ 考 察

本研究では， KDB の健診データと千代田区が独

自に実施したすこやかチェックデータを突合し， 後

期高齢者の質問票によるフレイル疑いの有無及び

KCL による二次予防事業対象の有無の組み合わせ

と要介護認定発生との関連を検討した。フレイル疑

いがなく二次予防事業非対象者に比べると， フレイ

ル疑いがあって二次予防事業対象者では要介護認定

を受けやすいことが示された。両ツールを組み合わ

せることにより， 要介護認定の発生リスクが高い後

期高齢者を効果的に抽出することができると考えら

れた。

後期高齢者の質問票におけるフレイル関連12項目

でフレイル疑いがあり， KCL で二次予防事業対象

者は， フレイル疑いなしで二次予防事業非対象者に

比べると， 要介護認定を発生するハザードが約2.5
倍高かった。後期高齢者の質問票におけるフレイル

関連12項目は， KCL よりもソーシャルサポートな

どの社会的フレイルの側面を含んだ評価ツールであ

る5,6)。社会的フレイルは， 身体的フレイルや認知

的フレイルに先行して出現すると報告されてお

り18)， 本研究でも二次予防事業－群において， 後期

高齢者の質問票のうち社会的側面に関連する＃14か
＃15のいずれかで健康リスクありに該当した者の割

合は， フレイル疑い＋群で26.7%， フレイル疑い－

群で4.1% であったことから， KCL によって判別さ

れる生活機能低下には至っていないが， 社会的フレ

イルの可能性がある者はフレイル疑い＋/二次予防

事業－群に分けられたと考えられる。フレイル疑い

があり， かつ KCL で二次予防事業対象者だった者

が要介護認定を受けやすかったという本研究結果

は， 社会的フレイルの側面も含んだフレイルの状態

にあり， かつ生活機能低下を合わせ持った場合に，

もっとも要介護認定発生のリスクが高まることを示

唆している。高齢者の保健事業と介護予防の一体的

実施では， 後期高齢者の質問票を用いてフレイルの

スクリーニングを行った上で， 二次予防事業の対象

者を KCL により抽出するといったハイリスク者の

把握方法が全国的に実施されている。そのため， 本

研究では， 現状のハイリスク者の把握方法で用いて

いる評価ツールを変えることなく， より要介護認定

の発生リスクがある後期高齢者を効果的に抽出する

方法を提案することができた。

後期高齢者の質問票によってフレイル疑いの有無

で分析した場合， フレイル疑い－に比べるとフレイ

ル疑い＋で要介護認定発生へのハザードが 2 倍程度

高いことを示した。後期高齢者の質問票の15項目す

べてを対象にした先行研究でも， 3 項目以上の者は

3 項目未満の者よりも要介護認定発生へのハザード

が2.2倍高く， 4 項目以上の者は 4 項目未満の者より

も2.5倍高いと報告されている7,8)。本研究の感度分

析では， 後期高齢者の質問票15項目で 4 項目を

カットオフ値とした場合， フレイル疑いありの者は

フレイル疑いなしの者に比べると， 要介護認定発生

へのハザードが約2.5倍と先行研究と一致した（付

録表 S1）8)。また， 先行研究では KCL による二次予

防事業対象者は， 非対象者に比べるとその後 1 年間

の要介護認定発生オッズが3.8倍程度高いと報告さ

れているが9)， 本研究では二次予防事業対象者は非

対象者よりも要介護認定の発生率は高いものの， そ

の関連に統計学的な有意差は認められなかった。こ

の先行研究と本研究の結果の相違は， 対象者数及び

要介護認定発生数や対象者の違いによると考えられ

る。一万人以上を対象者とした先行研究に比べる

と9)， 本研究の対象者数と要介護認定発生数は限ら

れていたため， 検出力が低く， 統計学的な有意差が

認められなかった可能性がある。また， 本研究と同

様に先行研究でも郵送調査を用いているが， 先行研

究における対象者の年齢は65歳以上と本研究よりも

若く設定されていた9)。年齢が高くなるほど， 健康

度が高い者だけが郵送調査に回答するといった選択

バイアスの影響が強くなる19)。先行研究では二次予

防事業対象者で 1 年間の要介護認定発生割合は

6.8% と報告されており9)， 本研究の二次予防事業

対象者で 1 年間の要介護認定発生割合は9.5%（要

介護認定を発生した者17人/二次予防事業対象者で

健診後 1 年間， 被保険者の資格を喪失しなかった

179人）とやや高値を示した。しかし， 本研究の対

象者が先行研究よりも高齢であったことを考慮する

と本研究でも二次予防事業対象者で要介護認定を受

けるような健康度の低い者からの回答を得づらく，

二次予防事業対象の有無と要介護認定との関連が弱

くなっている可能性がある。

これまで， KDB システムには後期高齢者の質問

票の結果は含まれるが KCL の結果は含まれておら

ず， 後期高齢者の質問票と KCL の結果を組み合わ

せて要介護認定との関連を検討した報告はない。そ
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のため， KDB システムと KCL を含んだ調査データ

を突合させ， 後期高齢者の質問票によるフレイル疑

いの有無と KCL による二次予防事業対象の有無の

組み合わせと要介護認定発生との関連を検討したこ

とは本研究の強みである。しかし， 本研究にもいく

つかの限界点がある。一つ目は， 千代田区のみの

データを活用した観察研究であるため， 本研究結果

の一般化可能性には限界がある。千代田区の要介護

認定率は， 東京都の他の自治体と比較して特別に高

いわけではないが， 全国平均と比較すると高い傾向

にある（2022年度要介護認定率20.8%， 東京都平均

20.2%， 全国平均19.0%）20)。そのため， 本研究結果

を他自治体に外挿できるかは今後の検討が必要であ

る。二つ目は， 対象者が健診受診者かつすこやか

チェックに回答した者に限定されていることであ

る。郵送調査によって， 回答者が比較的健康度が高

い者に偏りやすいといった選択バイアスについて 
は前段落で触れた。本研究で75歳以上の健診受診者

でフレイル関連12項目に欠損のなかった1,711人に

ついて， 本研究の分析対象であったすこやかチェッ

クと突合した者（527人）は， 突合しなかった者

（1,184人）に比べると， 男性， 75～84歳の者， フレ

イル疑いなしの者が多かった（付録表 S2）。つま

り， 本研究の分析対象者は75歳以上の健診受診者の

中でも， 比較的若く， フレイル疑いが少ない集団

だったといえる。比較的健康度の高い集団への偏り

のため， フレイル疑いや二次予防事業対象者で要介

護認定の発生リスクが高くなる健康度が低い者を把

握しきれておらず， その結果， フレイル該当の有無

と二次予防事業対象の有無の組み合わせと要介護認

定の発生との関連の強さを過小評価している可能性

がある。しかし， 関連の強さが過小評価されていた

としてもフレイル疑いがあり， かつ二次予防事業の

対象となる要介護認定を受けやすいという本研究の

結論自体は変わる可能性は低い。

Ⅴ 結 語

本研究では， 後期高齢者の質問票によるフレイル

疑いがあり， KCL で二次予防事業の対象となる者

は， 両方に該当しない者と比べて要介護認定の発生

リスクが高いことが示唆された。後期高齢者の質問

票を活用したフレイルのスクリーニングと KCL を

活用した二次予防事業対象の判定を組み合わせるこ

とにより， 要介護発生リスクの高い後期高齢者をよ

り効果的に抽出することができると考えられた。

本報告の作成にあたり， 多大なるご協力をいただいた

千代田区保健福祉部の皆様に感謝申し上げます。本研究
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Association between coexisting health risks identified by the Questionnaire  
for Medical Checkup of Old-Old and the Kihon Checklist and the onset  

of long-term care certification

Seigo MITSUTAKE*, Takumi HIRATA*, Mika SUGIYAMA2* and Hiroki INAGAKI2*

Key words :  frailty, Questionnaire for Medical Checkup of Old-Old, Kihon Checklist, long-term care certifica-
tion, high-risk approach, older adults

Objectives　 In most Japanese municipalities, the Questionnaire for Medical Checkup of Old-Old (QMCOO) is 
administered during annual health checkups for older adults aged ≥75 years to screen for frailty, whereas 
the Kihon Checklist (KCL) is used within the long-term care (LTC) system to identify individuals who 
may be eligible for services aimed at preventing loss of independence. Few studies have examined whether 
the combination of these two tools is associated with subsequent LTC certification. We examined the 
association between coexisting health risks identified by both tools and the onset of LTC certification.

Methods　This retrospective cohort study used data from Chiyoda-ku, Tokyo, Japan. Fiscal year (FY) 2020–
2021 data from the National Health Insurance’s “Kokuho Database” were linked with FY2020 data from 
a postal survey that incorporated the KCL. The participants comprised individuals aged ≥75 years with 
no LTC certification at baseline, who had completed the annual health checkup (including the QMCOO) 
in FY 2020, and who had responded to the postal survey. Frailty risk was defined as ≥4 of 12 frailty- 
related QMCOO items, and individuals eligible for LTC prevention services were identified using the 
KCL’s standard criteria. Participants were classified into four groups (QMCOO + or − /KCL + or −). 
Incident LTC certification cases were identified from the health checkup date until March 31, 2022. Cox 
proportional hazards analysis was performed to calculate the hazards for LTC certification across groups, 
with the QMCOO−/KCL− group as the reference.

Results　 Among the 527 participants (mean age: 80.6 years; men: 41.9%), 50 (9.5%) received LTC certifica-
tion during the 1013.5 person-years of follow-up. The LTC certification incidence rate per 1000 person- 
years was 33.1 in the QMCOO−/KCL− group and 85.7 in the QMCOO+/KCL+ group (log-rank 
P =  0.006). Cox proportional hazards analysis that adjusted for covariates (sex, age groups, living 
arrangement, years of education, and medical history) showed that the hazard of incident LTC certifica-
tion in the QMCOO+/KCL+ group was significantly higher than that of the QMCOO−/KCL− group 
(hazard ratio: 2.55, 95% confidence interval: 1.21–5.38). Neither the QMCOO+/KCL− nor QMCOO−/
KCL+ groups were significantly associated with LTC certification.

Conclusions　 Using both tools to identify older adults at high risk of LTC certification may help improve the effi-
ciency of preventive interventions within Japan’s healthcare system for older adults.

*  Human Care Research Team, Tokyo Metropolitan Institute for Geriatrics and Gerontology
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